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生産地重視の政策の盲点

欧州連合（EU）は、電気自動車（EV）やバッテリー、風力タービン、電解槽などのクリーンテック
を中心に中国など域外国への依存が拡大したことを受け、域内の産業競争力を強化するために公共
調達や政府支援で実質的にEU製品を優遇する措置（「産業加速法」など）を来年に発表する予定だ。

経済安全保障の観点では、自由貿易協定（FTA）締結国で生産された製品や外国資本によって生産さ
れた製品の扱いが注目される。「EU製品」優遇と言っても、①文字通りEU域内で生産された製品な
のか（生産地（location）重視）、②米国のインフレ抑制法（IRA）のようにFTA締結国も優遇対象
になるのか（同上）、③懸念国の企業・政府が製造事業者を実質的に支配する場合は対象から除外
されるのか（支配権（ownership）重視）などといった論点が存在する。

従来、EU加盟国は雇用を重視し、企業の資本構成に関係なく対内直接投資（FDI）を歓迎する生産
地重視の傾向が強かった。しかし、外国企業の方が競争力を有するケースが増える中で、EU企業と
の協業の有無や形態次第ではEU企業への技術移転が見込めないことや、サプライチェーン（SC）の
上流を当該企業や同国籍企業が掌握している場合に特定国への依存の軽減にはつながらないという
問題がある。また、ネットワークに接続する製品に関してはセキュリティの観点で懸念国の部品や
ソフトウェアを使った製品がリスクと見なされる可能性がある。近年EVやバッテリーなどの分野で
グリーンフィールド投資（外資による拠点設立を伴う投資）が急増する中でこうした懸念が浮上し、
生産地のみならず支配権の観点でも踏み込んだ経済安全保障措置を検討する必要性が高まっている。

EUが置かれた複雑な状況

米国はEVやバッテリーなど特定の中国製品に高率の関税を課し、インフレ抑制法（IRA）では支援
対象から「懸念される外国の事業体」を排除するなど、生産地のみならず支配権を重視した措置を
導入。これらを通じて中国製EVを米国市場から事実上排除、バッテリーの輸入も抑制し、部分的な
がら中国とのデカップリングを進めている。

一方、EUも保護主義に傾斜しつつあるが、世界貿易機関（WTO）ルールを重視する姿勢は維持して
おり、米国とは一線を画す。米国より開放的なEUの貿易政策は、野心的な脱炭素政策と相まって、
クリーンテックで圧倒的な競争力を有する中国製品の大量流入を招いた。EUは昨年、中国製バッテ
リーEV（BEV）に相殺関税を課したものの、代わりにプラグインハイブリッドEVなどの輸入が増加。
足元ではBEVの輸入も持ち直している。また、ドイツ企業を中心としてエネルギーコストが高いEU
ではなく生産コストとイノベーションの効率性で優る中国に積極的に投資し、製品を域内に逆輸入
する事例もあり、中国製品への措置は中国で生産活動を行うEU企業をかえって苦しめる。

このようにEUは米国に比して重要産業で中国との相互依存関係が強く、経済安全保障と産業競争力
のバランスを踏まえた政策の優先度が異なる。さらに、そうした差異はEU加盟国の間にも存在する。
例えば、重要インフラである5G通信網についても各国で懸念国への対応は分かれているのが実情だ。
特定国企業を名指しする措置は当該国からの報復のリスクを生む。EUでは国家安全保障に関連する
領域では加盟国の執行権限が優先するという統合体ならではの難しさもある。

こうした商業的・政治的な利害関係を踏まえると、懸念国とのデカップリングか相互依存かという
二項対立的なアプローチは、EUとパートナー国、そしてEU加盟国間の連携を行き詰まらせる可能性
がある。重要鉱物などSC上流の分野で第三国への過剰依存という共通課題を抱えている場合は連携
を図りやすいが、SCの下流に近づくほど利害が対立しやすいためだ。

他ツールとの連携の可能性も

EUが検討中の域内製品優遇措置においては、例えば域内企業が外国企業から技術移転やガバナンス
上の権限などを暗黙に確保できるよう、EU企業との合弁を政府支援の要件に付すといった可能性は
あるかもしれない。それでも米IRAのように支配権の観点でより踏み込んだ内容になる可能性は低い。

ただし、EU理事会と欧州議会は12月11日、域外国からの直接投資（FDI）の是非を審査する制度に
関する規則の改正案で政治合意している。同改正にて半導体、AI、エネルギー、デジタルインフラ、
輸送、重要原材料などの重要分野で加盟国に審査を義務付けるとともに、審査プロセスへの欧州委
員会の関与を強めることとしている。対象分野が広範で、投資を承認するか否かの最終的な判断は
引き続き投資先の加盟国に委ねられるため、EU全体で統一的に実行できるか不透明だが、FDI審査
制度が支配権を重視する政策という意味ではEU製品優遇措置を補完する役割を担う可能性がある。
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